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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第102期
第３四半期
連結累計期間

第103期
第３四半期
連結累計期間

第102期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 84,560 80,873 114,088

経常利益 (百万円) 7,525 5,693 9,723

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 5,079 5,744 4,483

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,740 9,168 △594

純資産額 (百万円) 95,186 98,781 90,850

総資産額 (百万円) 170,155 164,063 162,379

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 610.22 690.20 538.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.1 57.8 53.9
 

 

回次
第102期
第３四半期
連結会計期間

第103期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 182.63 205.51
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、米国大統領選後の円安の進行や株価の回復などにより、一

部に持ち直しの動きがみられたものの、中国や新興国経済の停滞などにより、景気はやや力強さを欠く状況で推移

いたしました。

このような経済情勢のもと、当社グループにおきましては、資源事業における減収により、売上高は808億７千３

百万円（前年同四半期比4.4％減）と前年同四半期なみにとどまり、経常利益は56億９千３百万円（前年同四半期比

24.3％減）と前年同四半期と比べ低下いたしました。

一方、親会社株主に帰属する四半期純利益は、繰延税金資産の回収可能性の見直しに伴い、法人税等調整額を計

上し、税金費用が減少しましたことから、57億４千４百万円（前年同四半期比13.1％増）と前年同四半期を上まわ

りました。

　

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

[資源事業]

（鉱石部門）

鉱石部門につきましては、主力生産品である石灰石の販売数量の減少等により、売上高は386億５百万円と前年

同四半期に比べ30億２千４百万円（7.3％）減少し、営業利益は51億１千８百万円と前年同四半期に比べ５億４千

９百万円（9.7％）減少いたしました。

　

（金属部門）

金属部門につきましては、電気銅の販売価格の下落等により、売上高は316億２千９百万円と前年同四半期に比

べ12億円（3.7％）減少し、円高の進行等により、営業利益は５億２千１百万円と前年同四半期に比べ８億２千３

百万円（61.2％）減少いたしました。

　

[機械・環境事業]

機械・環境事業につきましては、機械部門における販売が順調であったことに加え、環境部門の主力商品であ

る水処理剤の販売も堅調に推移しましたことから、売上高は71億７千８百万円と前年同四半期に比べ６億３千３

百万円（9.7％）増加し、営業利益は７億５百万円と前年同四半期に比べ２億２千６百万円（47.2％）増加いたし

ました。

　

[不動産事業]

不動産事業につきましては、既存の賃貸物件の稼働状況は概ね順調に推移しましたものの、販売用不動産の売

却がなかったことから、売上高は20億２千５百万円と前年同四半期に比べ９千６百万円（4.5％）減少し、営業利

益は11億５千３百万円と前年同四半期に比べ７千４百万円（6.1％）減少いたしました。

　

　[再生可能エネルギー事業]

再生可能エネルギー事業につきましては、地熱部門及び太陽光発電部門ともに概ね順調に推移しましたことか

ら、売上高は14億３千４百万円と前年同四半期に比べ１百万円（0.1％）増加し、減価償却費の減少等により、営

業利益は３億９千万円と前年同四半期に比べ９千４百万円（32.0％）増加いたしました。
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(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当第３四半期連結会計期間末における資産の部の合計は、前連結会計年度末に比べ16億８千３百万円（1.0％）

増加し、1,640億６千３百万円となりました。

　流動資産につきましては、仕掛品の減少等により、前連結会計年度末に比べ46億９千７百万円（6.4％）減少

し、690億７千７百万円となりました。

　固定資産につきましては、保有株式の時価上昇に伴う投資有価証券の増加等により、前連結会計年度末に比べ

63億８千万円（7.2％）増加し、949億８千５百万円となりました。

 

②　負債の部

当第３四半期連結会計期間末における負債の部の合計は、前連結会計年度末に比べ62億４千７百万円（8.7％）

減少し、652億８千１百万円となりました。

　流動負債につきましては、支払手形及び買掛金並びに未払法人税等の減少等により、前連結会計年度末に比べ

29億６千万円（9.5％）減少し、280億７千４百万円となりました。

　固定負債につきましては、長期借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べ32億８千６百万円（8.1％）減

少し、372億６百万円となりました。

 

③　純資産の部

当第３四半期連結会計期間末における純資産の部の合計は、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に

比べ79億３千万円（8.7％）増加し、987億８千１百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４億３千９百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

（注）　平成28年６月29日開催の第102回定時株主総会決議により、同年10月１日付で当社普通株式10株を１株に併合

いたしました。これにより当社の発行可能株式総数は180,000,000株減少し、20,000,000株となっております。

 
② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,352,319 8,352,319
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 8,352,319 8,352,319 ― ―
 

（注）１　平成28年６月29日開催の第102回定時株主総会決議により、同年10月１日付で当社普通株式10株を１株に併

合いたしました。これにより当社の発行済株式総数は75,170,876株減少し、8,352,319株となっております。

     ２　平成28年６月29日開催の第102回定時株主総会決議により、同年10月１日付で単元株式数を1,000株から100

株に変更しております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年10月１日 △75,170,876 8,352,319 ― 4,176 ― 6,149
 

（注）　平成28年６月29日開催の第102回定時株主総会決議により、同年10月１日付で当社普通株式10株を１株に併合

いたしました。これにより当社の発行済株式総数は75,170,876株減少し、8,352,319株となっております。

 
(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。        
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

　することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)
普通株式  

296,000
―

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

82,880,000
82,880 同上

単元未満株式
普通株式

347,195
― 同上

発行済株式総数 83,523,195 ― ―

総株主の議決権 ― 82,880 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が419株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日鉄鉱業株式会社

東京都千代田区丸の内
二丁目３番２号

296,000 ― 296,000 0.35

計 ― 296,000 ― 296,000 0.35
 

　

２ 【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 26,648 24,998

  受取手形及び売掛金 25,223 ※２  25,344

  商品及び製品 4,659 3,191

  仕掛品 7,975 3,787

  原材料及び貯蔵品 2,041 3,614

  その他 7,634 8,512

  貸倒引当金 △408 △371

  流動資産合計 73,774 69,077

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 24,214 23,446

   一般用地 16,685 16,656

   その他（純額） 16,342 16,613

   有形固定資産合計 57,242 56,716

  無形固定資産   

   のれん 379 265

   その他 1,039 2,068

   無形固定資産合計 1,418 2,334

  投資その他の資産   

   投資有価証券 25,169 30,933

   その他 5,171 5,404

   貸倒引当金 △397 △393

   投資損失引当金 ― △10

   投資その他の資産合計 29,943 35,934

  固定資産合計 88,605 94,985

 資産合計 162,379 164,063

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 10,174 ※２  8,417

  短期借入金 8,725 8,543

  未払法人税等 1,254 148

  引当金 978 326

  その他 9,902 10,638

  流動負債合計 31,035 28,074

 固定負債   

  長期借入金 18,103 15,609

  引当金 372 361

  退職給付に係る負債 4,060 4,021

  資産除去債務 4,371 4,328

  その他 13,585 12,886

  固定負債合計 40,493 37,206

 負債合計 71,528 65,281
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,176 4,176

  資本剰余金 6,149 5,248

  利益剰余金 69,545 74,582

  自己株式 △144 △149

  株主資本合計 79,726 83,857

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 8,929 12,993

  繰延ヘッジ損益 △51 7

  為替換算調整勘定 927 36

  退職給付に係る調整累計額 △2,060 △2,019

  その他の包括利益累計額合計 7,745 11,017

 非支配株主持分 3,378 3,906

 純資産合計 90,850 98,781

負債純資産合計 162,379 164,063
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 84,560 80,873

売上原価 62,860 61,136

売上総利益 21,700 19,736

販売費及び一般管理費 14,290 13,948

営業利益 7,409 5,788

営業外収益   

 受取利息 28 33

 受取配当金 744 523

 持分法による投資利益 44 ―

 為替差益 ― 107

 その他 152 140

 営業外収益合計 970 804

営業外費用   

 支払利息 263 228

 持分法による投資損失 ― 19

 為替差損 33 ―

 休廃山管理費 208 225

 出向者関係費 221 269

 その他 127 157

 営業外費用合計 854 899

経常利益 7,525 5,693

特別利益   

 固定資産売却益 77 161

 投資有価証券売却益 44 4

 その他 10 49

 特別利益合計 131 216

特別損失   

 固定資産除売却損 152 161

 減損損失 6 82

 その他 23 20

 特別損失合計 181 264

税金等調整前四半期純利益 7,474 5,645

法人税、住民税及び事業税 1,672 1,735

法人税等調整額 336 △2,249

法人税等合計 2,008 △513

四半期純利益 5,466 6,159

非支配株主に帰属する四半期純利益 387 414

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,079 5,744
 

EDINET提出書類

日鉄鉱業株式会社(E00036)

四半期報告書

10/17



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 5,466 6,159

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,921 4,064

 繰延ヘッジ損益 343 69

 為替換算調整勘定 △48 △1,155

 退職給付に係る調整額 △97 41

 持分法適用会社に対する持分相当額 △1 △10

 その他の包括利益合計 △1,725 3,009

四半期包括利益 3,740 9,168

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,364 9,016

 非支配株主に係る四半期包括利益 375 152
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【注記事項】

 

(会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月

１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。

　

(会計上の見積りの変更)

連結子会社であるアタカマ・コーザン鉱山特約会社が保有する有形固定資産及び無形固定資産は、採掘可能年数

に基づいて減価償却を行っておりますが、探鉱活動の結果、既採掘地域の周辺に賦存する鉱量が判明し、新たに可

採鉱量に算入したことから、主要な設備の耐用年数を延長し、第１四半期連結会計期間より将来にわたり変更して

おります。

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の減価償却費及び資産除去債務における時の経過

による調整額が減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ418百万円増加しておりま

す。

　

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

保証総額 (連結会社負担額） 保証総額 (連結会社負担額）

いわき共同タンカル㈱ 110 (20)百万円 いわき共同タンカル㈱ 115 (21)百万円

函館生コンクリー
ト　協同組合

10 (0)
函館生コンクリー
ト　協同組合

10 (0)

   日比共同製錬㈱ 20,000 (4,056)

計 120 (21)  20,125 (4,078)
 

　

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

受取手形 ―百万円 418百万円

支払手形 ― 62
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 4,787百万円 4,419百万円

のれんの償却額 113 113
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 291 3.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月４日
取締役会

普通株式 291 3.5 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 374 4.5 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月２日
取締役会

普通株式 332 4.0 平成28年９月30日 平成28年11月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
        (単位：百万円)

 鉱石 金属 機械・環境 不動産
再生可能
エネルギー

合計
調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）

売上高         

　外部顧客への売上高 41,630 32,829 6,545 2,121 1,433 84,560 ― 84,560

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

783 ― 1,057 6 ― 1,848 △1,848 ―

計 42,414 32,829 7,603 2,128 1,433 86,408 △1,848 84,560

セグメント利益 5,667 1,345 479 1,228 295 9,015 △1,606 7,409
 

(注)１　セグメント利益の調整額△1,606百万円には、内部取引の相殺消去額６百万円、貸倒引当金の調整額△０百万

円、未実現損益の消去額102百万円、報告セグメントに配分していない全社費用△1,715百万円が含まれており

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、試験研究費及び探鉱費であります。

   ２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
        (単位：百万円)

 鉱石 金属 機械・環境 不動産
再生可能
エネルギー

合計
調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）

売上高         

　外部顧客への売上高 38,605 31,629 7,178 2,025 1,434 80,873 ― 80,873

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

1,430 ― 858 7 ― 2,296 △2,296 ―

計 40,036 31,629 8,037 2,033 1,434 83,170 △2,296 80,873

セグメント利益 　5,118 521 705 1,153 390 7,888 △2,100 5,788
 

(注)１　セグメント利益の調整額△2,100百万円には、内部取引の相殺消去額17百万円、貸倒引当金の調整額△０百万

円、未実現損益の消去額29百万円、報告セグメントに配分していない全社費用△2,146百万円が含まれておりま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、試験研究費及び探鉱費であります。

   ２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントの変更等に関する事項

①　会計方針の変更に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期

間より、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。

当該変更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。

②　会計上の見積りの変更に記載のとおり、連結子会社であるアタカマ・コーザン鉱山特約会社は、探鉱活動の結

果、既採掘地域の周辺に賦存する鉱量が判明し、新たに可採鉱量に算入したことから、有形固定資産及び無形固

定資産の耐用年数を見直し、第１四半期連結会計期間より将来にわたり変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「金属部門」のセグメント利益が418百万

円増加しております。
 
３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「鉱石部門」におきまして、当社山口採石所の営業損益が継続してマイナスとなりましたことから、機械装置及

び運搬具等の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては82百万円であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 610円22銭 690円20銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 5,079 5,744

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

5,079 5,744

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,323 8,322
 

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式10株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第103期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当につきましては、平成28年11月２日開催の取締役

会において、平成28年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

し、配当を行っております。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　332百万円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　平成28年11月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２９年２月１４日

日鉄鉱業株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　　田　　英　　志　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　遠　　藤　　正　　人　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日鉄鉱業株

式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成２８年１０

月１日から平成２８年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２８年４月１日から平成２８年１２月３１

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日鉄鉱業株式会社及び連結子会社の平成２８年１２月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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